様式第１４（第１３条関係）

ＲＣＥＳＰＡ事業番号：        

番　　　　　号

年　　月　　日

　

　一般社団法人地域循環共生社会連携協会

代 表 理 事　 　岡 本  光 司  　殿

　　　　　　　　　　　        補助事業者　住　　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称

　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　

令和６年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金

（地域の公共交通×脱炭素化移行促進事業）
精算払請求書

　　　年　　月　　日付け　　　　　第         号で交付額確定の通知を受けた令和６年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の公共交通×脱炭素化移行促進事業）の精算払を受けたいので、令和６年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の公共交通×脱炭素化移行促進事業）交付規程第１３条第２項の規定に基づき下記のとおり請求します。

記

１　請求金額            金               　　　円

２　請求金額の内訳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：円)

	交付決定額
	確定額
	請　　求　　額

	
	
	


３　振込先の金融機関、その支店名、預金の種別、口座番号及び名義

※下記８項目必ずご記入ください。
	金融機関名
	
	金融機関コード
	

	支　店　名
	
	店 番 号
	

	預貯金種別

※該当種別を〇で囲む
	普通　・　当座
	口座番号
	

	名義（漢字）
	

	名義（カナ）
	


注　規程第３条第３項の規定に基づき共同で交付申請した場合は、代表事業者が請求すること。
４　本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等
（１）責任者の所属部署・職名・氏名
（２）担当者の所属部署・職名・氏名
（３）連絡先（電話番号・Ｅメールアドレス）
様式第１５（第１５条関係）

ＲＣＥＳＰＡ事業番号：        

番　　　　　号

年　　月　　日

　

　一般社団法人地域循環共生社会連携協会

代 表 理 事　 　岡 本  光 司  　殿

　　　　　　　　　　　        補助事業者　住　　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称

　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　

　　　　　　　　　　

令和６年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金

（地域の公共交通×脱炭素化移行促進事業）に係る

翌年度補助事業開始承認申請書

　　　年　　月　　日付け　　　　　第         号で交付決定の通知を受けた令和６年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の公共交通×脱炭素化移行促進事業）のうち、翌年度における補助事業について、翌年度の交付決定の日の前日までの間において当該事業を開始する必要があるので、令和６年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の公共交通×脱炭素化移行促進事業）交付規程第１５条の規定に基づき下記のとおり申請します。

記

１．補助事業の概要

（１）補助事業の名称

（２）補助事業の概要

（３）翌年度における補助事業の概要

２．翌年度の交付決定の日の前日までの間において、翌年度における補助事業を開始する必要性

３．参考資料
４　本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等
（１）責任者の所属部署・職名・氏名
（２）担当者の所属部署・職名・氏名
（３）連絡先（電話番号・Ｅメールアドレス）
注　規程第３条第３項の規定に基づき共同で交付申請した場合は、代表事業者が申請すること。
様式第１６　(第１６条関係)

ＲＣＥＳＰＡ事業番号：        

番　　　号

年　　月　　日

　環　境　大　臣　　殿

　　　　　　　　　　　        補助事業者　住　　　　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名又は名称

　　　　　　　　　　　　　　代表者の職・氏名　　　　　　　　 　　　

　　　　　　　　　　

令和６年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金

（地域の公共交通×脱炭素化移行促進事業）

　　年度事業報告書

　　　年　　月　　日付け　　　　　第         号で交付決定の通知を受けた令和　年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の公共交通×脱炭素化移行促進事業）について、令和６年度二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（地域の公共交通×脱炭素化移行促進事業）交付規程第１６条第１項の規定に基づき下記のとおり報告します。

記

１　事業実施による二酸化炭素排出削減効果について

（１）　　年度二酸化炭素排出削減量（実績）

（２）実績報告書における二酸化炭素排出削減量に達しなかった場合の原因

２　本件責任者及び担当者の氏名、連絡先等
（１）責任者の所属部署・職名・氏名
（２）担当者の所属部署・職名・氏名
（３）連絡先（電話番号・Ｅメールアドレス）
注１　様式第１６は参考書式であり、事務の簡素化の観点から、任意の様式・提出方法を指定する場合がある。

２　交付規程第３条第３項の規定に基づき共同で交付申請した場合は、代表事業者が報告すること。
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